
継続取組優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1101 市民主体の健康づくり活動を支援する体制づくり 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　増田　基生

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130900
健康福祉部健康推進
課

0595-22-9653

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

域と連携し、市全体で健康づくりに取り組むためのしくみをつくります。

医師会、歯科医師会、民間団体、企業等に積極的な参加・協力を要請し、市民や地域が主体的に行う健康づくりの取り組みを総合的に支援す
る体制を構築します。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

目
標
実
績

8
医師会、民間団体と連携し、取り組
んだ健康づくり事業等の回数

地域と医師会、民間団体と連携した
市民健康づくり事業の実施回数

7
10 12

8

11

平成27年度平成26年度

改
善
・
取
組
方
向

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

医師会、歯科医師会、民間団体、企業等に積極的な参加・協力
を要請し、市民や地域が主体的に行う健康づくりの取組を総合
的に支援する体制を構築します。

健康の駅長連絡会へ委託している事業について、住民自治協
議会の一括交付金として算入し、住民自治協議会の活動として
再編できないかを検討します。

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
伊賀市健康21計画に基づき、住民自治協議会や健康の駅長、
または、医師会等の保健・医療資源を活用し、市民が主体とな
る健康づくりを支援します。今後は行政、地域、関係団体が協
働して行うことや、自主的に行うことを明確にする必要がありま
す。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
○健康づくり推進員養成講座（4回　約200人）
○健康づくり講演会（1回　250人）
○街頭啓発（3回）、献血事業（16回）
○健康づくりについては、各地区及び健康の駅長連絡会にお
いて、市と協働しながら積極的な活動を行いました。しかし、本
年度目標としていた活動の見直しや事務局の切り離しにおいて
は、結果を残すことができず、引き続き、次年度において協議
を行います。



(続紙) 施策 1101 市民主体の健康づくり活動を支援する体制づくり

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

Ｎｏ
26
重
点

コスト
の方
向

02 皆減

04 1 ↓

健康２１計画策定事業(01-
04-01-01-239-51)

健康２１推進事業(01-04-
01-01-244-51)

01 3 → 96

03 2 ↑ 198

献血の普及と啓発を目的に、献血への参加や、市民への献血の大切さについて
呼びかけなどを行っている。また、伊賀市献血推進協議会の主催する献血会場
で献血協力者に対して、献血啓発グッズなどの配布を行っています。

「伊賀市健康２１（第２次）計画の中間評価を行うための市民意識調査業務に係
る経費

「伊賀市健康２１（第２次）計画」に基づく重点施策の実施のため、国の健康日本
２１やヘルシーピープル三重２１など上位計画と整合性を図り、市民の健康づくり
に関する最新の情報を提供します。

96

27
重
点

3

事務事業名

献血事業経費(01-04-01-
01-239-02)

H26
決算見
込

H27
予算

事業概要

2

1,685 0

2,604 2,450

483

4,583 3,029構成事務事業　合計

伊賀市健康づくり推進条例に基づき、住民自治組織ごとに健康づくり推進員（健
康の駅長）を配置し、地域住民の健康づくりの推進を支援します。

1
健康づくり推進事業(01-04-
01-01-244-52)



継続取組優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1102
市民一人ひとりが健康で健やかに暮らせる環境
づくり

評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　増田　基生

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130900
健康福祉部健康推進
課

0595-22-9653

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

協議会など地域団体等と連携を強化し、参加者数の増加をめざします。

健康寿命を延ばすため、市民一人ひとりが「自分の健康は自分でつくる」という意識が定着するように、地域や各種団体等で健康教育・健康相
談を開催することで市民の健康意識を高めます。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

目
標
実
績

48.0
市民の健康感（％）

まちづくりアンケート（子どもからお
年寄りまで、健康でいきいきと暮らし
ている満足度の割合）

71.5
50.0 73.0

68.7

11

平成27年度平成26年度

改
善
・
取
組
方
向

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

出前講座等を効率的・有効的に行うため、住民自治協議会や
地域団体等との連携をさらに強化して参加者の増加に取り組
んでいきます。

各地域における健康格差を縮小するために、可能な限り地域
に密着した保健業務を進めていくためには、保健師確保が必
要と考えます。

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
健康教育や健康相談などの出前講座等を通じ、生活習慣病の
予防や心身機能の維持・向上のための必要な情報提供を行っ
ています。しかし、まだまだ健康意識が高いとはいえず、今後の
高齢社会の進展のなかでは、出前講座等の情報提供の内容
や手法等を見直す必要があります。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
○地域の老人クラブ、サロン、住民自治協議会、企業などの団
体からの依頼により出前講座や各種教室を実施しました。
（実施回数250回、参加者延べ5,300人）
（各種教室開催　200回、参加者延べ2,500人）
○健康相談の実施（相談件数2,000人、電話相談550件）
○家庭訪問による保健指導・相談（55件 延べ160件）
○高齢者住宅入居者補助（８件）
引き続き、市内３箇所の地域包括支援センターとの強い連携に
よる健康に対する情報発信を行い、健康づくりに対する意識強
化に努めていきます。



(続紙) 施策 1102 市民一人ひとりが健康で健やかに暮らせる環境づくり

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

Ｎｏ
26
重
点

コスト
の方
向

05

02 ↓

04 2 ↑

06

127

健康手帳作成事業（補助金
分）(01-04-01-01-240-01)

健康教育事業（補助金分）
(01-04-01-01-240-51)

01 3 ↑ 7,192

03 1 ↓ 1,836

保健衛生事務全般

特定健診・保健指導等の記録、その他市民の健康の保持のために必要な事項を
記載し、自らの健康管理と適切な医療に資するため健康手帳を交付します。

生活習慣病の予防などに関する情報について、正しい知識の普及を図ることによ
り、自らの健康は自らが守るという認識と自覚を高め、健康の保持増進に資する
ために、団体やサークル等を対象に出前講座（健康教室）を行います。

10,619

27
重
点

3

事務事業名

保健衛生事務経費(01-04-
01-01-239-01)

H26
決算見

込

H27
予算

事業概要

1

238

52 50

317 478

↓ 2,720 1,985

1,771

12,244 15,141構成事務事業　合計

↑

心身の健康に関する市民の個別の相談に応じ必要な指導及び助言を行い、家
庭における健康管理に資するために健康相談を実施します。

療養上のためなど保健指導が必要と認められる人及びその家族に対し保健師が
訪問することにより、健康に関する問題を総合的に把握し、心身機能の低下の防
止と健康の保持増進を図るため、必要な訪問指導を実施します。

高齢者が安全で安心して居住できる良質な賃貸住宅の供給を促進するために、
契約家賃と入居者の収入によって決定する入居者負担額の差額に対して補助を
行います。

訪問指導事業（補助金分）
(01-04-01-01-240-54)

高齢者向け優良賃貸住宅供
給促進事業(01-08-05-01-
389-51)

2
健康相談事業（補助金分）
(01-04-01-01-240-52)



継続取組優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1103 疾病の早期発見・早期治療につなげる体制づくり 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　増田　基生

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130900
健康福祉部健康推進
課

0595-22-9653

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

の目的、効果、必要性について出前講座、健康相談、広報、ケーブルテレビでの放映等さまざまな手法で受診勧奨を積極的に行います。

健（検）診のその目的、効果、必要性を市民に周知・啓発を行っていくとともに受診機会の拡大を図ります。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

目
標
実
績

5.0
要精密検査で早期に胃がんが発見
された人の割合（％）

市主体で実施したがん検診結果に
よる割合

0
5.5 6.0

2.0

11

平成27年度平成26年度

改
善
・
取
組
方
向

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

検診の受診率を高めるため、その目的や効果、必要性につい
て、出前講座やあらゆる情報媒体を活用し、積極的な情報提供
や勧奨を行って受診機会の拡大を図ります。

出前講座を中心に積極的な情報提供を行っていきます。

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
生活習慣病の予防のため、定期的な検診が受けられるよう、費
用の一部または全額の公費負担や受診勧奨を行うなどの環境
づくりを行いました。今後とも疾病の早期発見、早期治療のた
めに受診率の向上を図っていく必要があります。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
○簡易人間ドック（483人）、脳ドック（329人）
○がん検診（胃がん1,269人、前立腺がん826人、子宮がん
1,401人、大腸がん1,897人、乳がん1,483人、肺がん5,341人）
○ピロリ菌感染検査（検査数701人、除菌者数282人）
○各種がん検診の受診者数は、昨年度より約100名増加して
いるものの、県内では受診率は低位にあるため、出前講座など
を積極的に行うなど、受診勧奨に努める必要があります。



(続紙) 施策 1103 疾病の早期発見・早期治療につなげる体制づくり

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

Ｎｏ
26
重
点

コスト
の方
向

02 1 ↑

04 新規

保健衛生普及費(02-08-02-
01-498-01)

健康診査事業（補助金分）
(01-04-01-01-240-53)

01 2 ↓ 47,358

03 ↓ 42,207

ピロリ菌感染の有無を検査し、保菌者のピロリ菌を除菌することで胃がんの発生
を抑え、市民の健康保持・胃がん予防を推進します。

人間ドック・脳ドック、医療費通知等に係る経費

健康増進法に基づき、生活保護世帯者の健康診査、国民健康保険被保険者の
保健指導及び肝炎ウイルス検診を行います。

9,725

27
重
点

事務事業名

保健事業（市単分）(01-04-
01-01-240-55)

H26
決算見
込

H27
予算

事業概要

2 28,543 33,713

0 75,269

1,814

118,108 120,521構成事務事業　合計

がん検診推進事業（節目年齢の市民を対象）及び働く世代の女性支援のための
がん検診事業（一定年齢の女性及び平成25年度にクーポンを使用しなかった者
を対象）を実施します。

1
検診事業(01-04-01-01-
240-57)



継続取組優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1104 歯の健康づくりを推進するための体制づくり 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　増田　基生

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130900
健康福祉部健康推進
課

0595-22-9653

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

歯の健康について、幼児期から高齢期まで歯科健（検）診を継続的に取り組むため健（検）診費用の一部または全額を公費負担することで健
（検）診機会の拡大を図るとともに、関係団体と連携し、「歯が健康である」ことの大切さを市民に啓発します。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

目
標
実
績

49.0
う歯のない児の割合（12歳児）（％） 永久歯でう歯のない児の割合 48.4

49.5 50.0

49.0

11

平成27年度平成26年度

改
善
・
取
組
方
向

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

受診率の向上を図るため、「歯が健康である」ことの大切さを啓
発し、あらゆる機会を通じて受診勧奨して歯の健康が全身の健
康につながる「歯と口腔の健康づくり」に取り組みます。

積極的に出前講座を行い、歯の大切さを啓発し受診勧奨して
いきます。

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
歯の健康については、幼児期から高齢期まで歯科検診を継続
的に行えるよう、費用の一部または全額を公費負担して、検診
機会の拡大に取り組んでいます。今後とも、「歯と口腔の健康
づくり」について、継続的な市民啓発が必要です。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
○要介護状態など通院での歯科受診が出来ない方に訪問検
診を実施しました。（訪問歯科検診　7名）
○出前講座を活用した「歯と口腔の健康づくり」について啓発を
行いました。
○引き続き、医療や介護との連携・協議を行い、効率で有効な
市民啓発に努めていきます。



(続紙) 施策 1104 歯の健康づくりを推進するための体制づくり

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

Ｎｏ
26
重
点

コスト
の方
向

02 新規
在宅要介護者歯科保健推進
事業(01-04-01-01-917-52)

歯科保健事業(01-04-01-
01-917-51)

01 1 皆減 315

03 新規 0

訪問による歯科健康診査を実施し、歯科診療につなげることにより通院困難な在
宅要介護者の口腔衛生の改善を図るため、全額公費負担で在宅要介護者歯科
保健事業を実施します。

訪問による歯科健康診査を実施し、歯科診療につなげることにより通院困難な在
宅要介護者の口腔衛生の改善を図るため、全額公費負担で在宅要介護者歯科
保健事業を実施します。

歯科保健に係る経費　・親と子のよい歯のコンクール事業　・いい歯の８０２０表
彰　・歯周疾患検診（40,50,60,70歳）　・成人歯科健診（20歳以上）

0

27
重
点

事務事業名

在宅要介護者歯科保健推進
事業(01-04-01-01-243-51)

H26
決算見
込

H27
予算

事業概要

2

1

0 543

2,062

315 2,605構成事務事業　合計



継続取組優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1105 感染症に関する情報提供と体制づくり 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　増田　基生

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130900
健康福祉部健康推進
課

0595-22-9653

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

とるべき行動等について周知啓発を行います。

社会的に影響を及ぼす感染症に対して、関係機関と連携し、感染症の特性や予防等の周知を図りながら、情報や必要なサービスがスムーズ
に提供できる体制を整えます。
また、平常時から感染症の予防や対応方法についての啓発を行い、市民の危機管理意識の向上に努めます。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

目
標
実
績

1,450
インフルエンザと診断された人数 市内医療機関（８箇所）の定点観測 1,483

1,430 1,400

1,444

11

平成27年度平成26年度

改
善
・
取
組
方
向

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

伊賀保健所や医師会等の関係機関と連携し、感染症の特性や
予防等の周知を図りながら、情報や必要なサービスがスムーズ
に提供できる体制を整えます。

毎年のように法律改正があるなか、迅速な情報収集と市民へ
の周知・勧奨することが重要と考えます。引き続き、必要な情報
がスムーズに提供できるようあらゆる情報媒体を活用して進め
ていきます。

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
「新型インフルエンザ等対策特別措置法」制定により、「伊賀市
新型インフルエンザ等対策行動計画」を策定しました。感染症
を最小限にとどめるための体制の整備が必要です。また、食中
毒の予防や対処方法の普及・啓発やあらゆる感染症に対して
迅速な情報提供が必要です。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
○新型インフルエンザ用薬品の購入
○災害時用感染対策用品の購入
○予防接種法に基づく予防接種の実施
・１歳6ヶ月・3歳児健診
・4種混合、BCG、MR
・高齢者インフルエンザ（60.1％）
・高齢者肺炎球菌（41.3％）
・乳幼児インフルエンザ（61.2％）



(続紙) 施策 1105 感染症に関する情報提供と体制づくり

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

Ｎｏ
26
重
点

コスト
の方
向

02 2 ↑
予防接種業務経費(01-04-
01-02-253-51)

01 1 → 6,193結核予防診断

感染拡大の恐れがある疾病の発生及びまん延の予防や重症化防止、個人の健
康保持増進を図るため、予防接種費用の一部または全額を公費負担で実施しま
す。

6,123

27
重
点

2

事務事業名

感染症予防業務経費(01-
04-01-02-253-01)

H26
決算見
込

H27
予算

事業概要

1 237,929 252,132

244,122 258,255構成事務事業　合計



重点化優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1106 地域医療の充実 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　増田　基生

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

131000
健康福祉部医療福祉
政策課

0595-22-9705

再生
の
視点
（何を、
どうす
る）

施策
の
方向

供体制の確保と充実を図ります。

夜間・休日における比較的軽症の人を対象とした応急診療所の運営を、医師会の協力のもとで行うとともに、二次救急医療体制の確保に努め
ます。
上野総合市民病院については、安心かつ質の高い医療の提供をめざし、引き続き、医師や看護師など、医療職の確保を進め、二次救急医療
体制を含む診療体制を充実させます。
さらに、伊賀地域において入院を必要とするがん患者のうち、５割以上の人が地域外の病院に入院している状況を踏まえ、可能な限り医療が
完結できるよう、がんセンターを設置し、化学療法、栄養サポートを行うとともに、在宅医療を進め、がん総合診療を充実させます。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

目
標
実
績

96.0
夜間・休日における二次救急実施
病院受入率（％）

夜間・休日における二次救急実施
病院により受入られた割合

96.0
96.0 98.0

94.0

11

平成27年度平成26年度

改
善
・
取
組
方
向

改善
ポイ
ント
と
具体
的な
取組

医師・看護師の確保が最重要課題です。市民にとってどのよう
な医療提供体制が望まれているかを明確にして、医療再生に
必要な方策を見出す必要があります。

伊賀市の医療提供体制を再構築するため、平成27年度に三重
県が策定される「地域医療ビジョン」の動向を注視しつつ、上野
総合市民病院と岡波総合病院の機能分化・連携に関する協議
を行っていきます。

前年
度の
取組
内容
と
残さ
れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
伊賀地域の二次救急体制の確保のため、伊賀市と名張市の公
立病院、岡波病院、行政で組織する会議を定期的に開催し、二
次救急の実施体制の確認と検証を行い、二次救急の充実を
図っています。また、応急診療所（一次救急）については、伊賀
医師会の協力のもと、二次救急病院の軽減を図っています。し
かし、医師不足により３病院での救急医療体制でありますが、
市民が望んでいる体制とはいえません。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
○平成27年1月16日に「伊賀地域の医療のあり方に関する懇
話会」を開催し、次の2点を確認しました。
・救急医療体制の充実・強化を図るため、３病院の特徴を活か
しつつ一層の連携を行います。
・経営統合は将来的な課題とし、当面は病院間の連携体制の
構築を図ります。
・参加者（三重大学、三重県、伊賀市、名張市、岡波総合病
院、名張市立病院、上野総合市民病院、伊賀・名賀医師会、伊
賀の地域医療を守る会）
・2月25日に上野総合市民病院と岡波総合病院の機能分化・連
携に必要な協議について、事務部門による会合を実施しまし
た。
○二次救急については、伊賀市、名張市、３病院における意見
交換会と救急当番日の確認を実施しました。
（5月14日、8月6日、11月5日、2月4日）
○医療体制の再構築に向けた基礎調査を実施しました。



(続紙) 施策 1106 地域医療の充実

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

Ｎｏ
26
重
点

コスト
の方
向

02 3 →
応急診療所管理運営事業
(01-04-01-01-242-52)

地域医療体制再生事業(01-
04-01-01-242-54)

01 2 ↑ 56,209

03 1 ↑ 307

一次救急・二次救急の役割分担を明確にし、二次救急医療実施病院の業務軽減
を図るとともに、二次救急医療体制の充実を行い、長期的な医療体制を構築しま
す。

伊賀市応急診療所の管理・運営経費

伊賀地域の医療資源の動向、医療体制のあり方等を含めた伊賀市の地域医療
体制を再構築するための経費

59,378

27
重
点

2

事務事業名

救急医療事業(01-04-01-
01-242-51)

H26
決算見
込

H27
予算

事業概要

3

1

80,354 80,073

785

136,870 140,236構成事務事業　合計



継続取組優先度
平成２７年度施策評価シート

指
標

成果指標名 指標の説明
現状値

(平成25年度)

基
本
情
報

コード 名称
担当
部署

コード

施策 1107 福祉医療費助成制度の充実 評価責任者・役職名 健康福祉部　部長　増田　基生

名称 連絡先

政策名等
健康寿命が長く、安心な医療が受けられるまちづ
くり

130600
健康福祉部保険年金
課

0595-22-9659

再生
の

視点
（何を、
どうす
る）

施策
の

方向

手遅れを防ぐことを目的として「安心して医療が受けられるよう」医療費助成を行います。

障がい者（児）や子ども（乳幼児）、一人親家庭等が、安心して医療が受けられるよう制度を充実します。

平成26年度 平成27年度 平成28年度

目
標
実
績

440
登録者数 制度による登録者数の推移 493

460 520

534

11

平成27年度平成26年度

改
善
・
取
組
方
向

改善
ポイ
ント
と

具体
的な
取組

社会情勢の変化に伴い、子どもや障がいのある人等への福祉
医療費助成制度の推進が必要です。

医療費助成については、対象者の拡大や窓口無料化に対する
要望もあり、県制度として県内統一した制度となるよう引き続き
強く要望しつつ、特に、子ども医療費については、中学校までを
助成の対象とすることについて検討・調整が必要です。

前年
度の
取組
内容

と
残さ
れた
課題

（平成25年度の取組内容と残された課題）
障がい者（児）や子ども、一人親家庭等が安心して医療が受け
られるよう、医療費助成（県制度、市単独）の充実を図ります。
引き続き、経済的な理由により医療機関への受診が抑制され
重症化したり手遅れを防ぐため、「安心して医療が受けられるよ
う」医療費助成制度が必要です。

（平成26年度の取組内容と残された課題）
○医療費助成
・県制度助成（障がい者、一人親家庭、子ども）
　助成件数 185,640件（目標 178,300件）7,340件増
・市単独制度（障がい者、子ども）
　助成件数　10,078件（目標 8,025人）2,053件増
○養育医療費助成
・未熟児養育医療給付 42件（目標 40件）2件増



(続紙) 施策 1107 福祉医療費助成制度の充実

構
成
事
務
事
業
の
重
点
化

Ｎｏ
26
重
点

コスト
の方
向

02 1 ↓
医療費助成経費（単独分）
(01-03-01-05-201-52)

01 2 ↑ 462,670
障がい者、一人親家庭等、子どもの各福祉医療受給資格の申請、変更手続き及
び医療費助成の申請、給付業務。２６年度から福祉医療費共同処理事業を実
施。助成の迅速化、適正化を推進します。

福祉医療費助成事業（市単）障がい者及び重度障がい者の医療費の助成。
平成２６年９月から子ども医療費の受給を拡大実施（中学生入院分）。

464,893

27
重
点

2

事務事業名

医療費助成経費(01-03-01-
05-201-51)

H26
決算見

込

H27
予算

事業概要

1 25,806 24,393

488,476 489,286構成事務事業　合計


